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１．中小企業支援の背景

【販売費及び一般管理費】
売手数料、販売奨励金、広告宣伝費、荷造費、運

 

搬費、保管料、役員報酬、給料、賞与、退職金、福利

 

厚生費、会議費、交際費、寄付金、会費、旅費交通

 

費、保険料、水道光熱費、減価償却費、賃貸料など。

販管費の改善

営業利益率の改善

財務総合政策研究所：財政金融統計月報

 

第702号法人企業統計年報特集（平成21年度）

②税収入の拡大

①購買力向上

中小企業（全企業の99.7％：約420万社）の利益率の改善によって
①2768万人の購買力を高め、経済成長につなげる。
②法人税、住民税及び事業税（5.5兆円：H21年度ベース）の税収入の拡大につなげる。

法人統計年報（財務省）より作成

ドイツ、フランスと比較すると、日本の中小企業は、
利益率改善の余地がある。



２．中小企業支援の背景

１）円高による縮小市場への対応

製造業（中小企業）

既存の売上額 48.4兆円

取引先が海外移転（39.2％） △18.9兆円

取引先を海外に移転

 
（33.3％）

△16.1兆円

単純計算では、以下の取引が減少し、新市場創出が必要

２）イノベーションへの対応
電気自動車の登場によりモーター、バッテリー
等の新規市場が創造されるが、エンジン・駆動部品等
の従来部品製造業社（金額ベース4.4兆円）の

市場移転が必要となる。

３）新規事業の創出の促進（右図）
米国、フランス、英国に比較すると
開業率改善の余地がある。

中小企業の新市場創出や新分野進出への支援
⇒

 
市場の縮小による、事業継続や雇用維持に向けた対策が必要

法人統計年報（財務省）より作成



サービス 活性化＝ ＋住民権益

◆産業･商工業支援

 ◆農林水産業等支援

 ◆雇用促進

◆住民サービス向上

 ◆業務効率化

 ◆無駄の削減

３．自治体業務へのクラウド活用

◆電子自治体

 ◆医療、防災

 福祉、教育

 等の広域連携

取り組みが少ない

 
（クラウド活用を提案）

自治体の取組

情報化の活用

暮らしの安定 行政サービス 地域活性化

＋

【自治体における】



４．地域経済活性化のための「業務連携クラウド」の活用

住民基本台帳、印鑑登録、外人登録、選挙人名簿管理、固定資産税、個人住民税、法人住民税、軽自動車税
収滞納管理、国民健康保険、国民年金、障害者福祉、後期高齢者医療、介護保険、児童手当、生活保護、乳幼

 
児医療、ひとり親医療、健康管理、就学、戸籍、住民外管理、財務管理、庶務管理、人事給与、文書管理

戸籍

 
課

健康福祉課 納税

 
課

障害者福祉課 ○×○課 ○×○課

医療・福祉、教育、防災の広域連携

電子自治体

企画

 
課

都市整備課 商工

 
課

観光振興課 農業振興課 ○×○課

地域内の企業等のEDI /POSによる匿名化された

 
データを、自治体や業務支援者に提供し、データ

 
に基づく支援を可能にする。

民間企業

業務連携クラウド

【業務支援部署】
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金融機関、経済団体、

 
業界団体（製造業、

 
卸業、小売、その

 
他）

 
コンサルタンツ・・

 
等

自治体以外の業務支援者

行政業務の効率化

 
無駄の削減のための
電子自治体

自治体内の

 
１次～3次産業支援や

 
雇用促進を目的とした

 
自治体支援クラウド



【様々な企業等をクラウドで連携：運用スキルも含めて活用できる（業務支援体制）を提供】

（匿名化した）

 
POSのﾃﾞｰﾀ

サービス業 製造業

EDI・POS   
その他

 

アプリ

業務連携クラウド
POSﾃﾞｰﾀ

 
に基く業務支援

EDIﾃﾞｰﾀ

 
に基く業務支援

（匿名化した）

 
ＥＤＩのﾃﾞｰﾀ

業
務
連
携

【業務支援者】

政策支援、資金繰り支援、

 
マッチング支援、情報化

 
支援、経営支援、販売促

 
進、仕入れ･コスト管理支

 
援、法務･経理･財務支

 
援、開発

【支援内容】

金融機関

経済団体

大学･研究機関

自治体

地域の業務支援者が

 
支援できない部分は、

 
クラウドを通じて外部

 
支援者を活用

業界団体

業
務
支
援

クラウドを通じて

 関係者が支援で

 きる環境の提供

製造業、サービス

 
業、観光業、食品

 
業、商店街、医療、

 
アパレル、他・・・

５．自治体内の中小企業を支援する『業務連携クラウド』の考え方



６．「業務連携クラウド」とクラウドの相関図

0
【業務支援者仮想領域】

【ユーザー仮想領域】

【業務連携ﾚｲﾔｰ】

自治体 金融機関 業界団体 商工会議所
大学

 
研究機関

A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社

IT 
コーディネータ

政府統計局

認証 コミュニケーション
ユーザ

 
管理

アプリケーション
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《ASP・SaaS事業者》
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《ASP・SaaS事業者》

A社 B社 C社

【クラウド１】のユーザー

D社 E社 F社 G社

【クラウド２のユーザー】

D社 E社 F社 G社

大学･研究機関自治体 金融機関 業界団体 経済団体 政府統計局ITコーディネータ【業務支援者】

インターネット

業
務
連
携
ク
ラ
ウ
ド

【クラウド１】
【クラウド２】

イントラネット

１）1対N、N対Nの企業間の

 
「情報共有」や「業務連

 
携」環境の提供

 
２）1対N、N対Nの企業への

 
「業務支援」環境の提供



ユーザー

サーバー

問屋

【従来型クラウドの活用】

【業務連携クラウドの活用】

サーバー

小売

ユーザー

サーバー

問屋

サーバー

小売

業務連携クラウド

1対1の活用
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の活用
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配 送

材料発注

小売

商品発注

配 送

業務連携クラウド

材料発注

商品受注

７．業務連携クラウド活用のユーザーメリット

仮想システムとし

 
てデータを一元管

 
理



８．業務連携クラウド活用のユーザーメリット

【従来型クラウドの活用】

ユーザー１ ユーザー２ ユーザー３

サーバー

ユーザー１ ユーザー２ ユーザー３

サーバー

【業務連携クラウドの活用】

業務連携クラウド

業務連携クラウド
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同じ問屋との取

 
引であるため、

 
発注・配送を集

 
約

問屋

問屋

問屋

問屋

1対1の活用

1対N

 
N対N

 
の活用



９．業務連携クラウド、その他の活用

◆業務の効率化

 仕入れの連携

 
：同じ問屋や工場等から仕入れの場合は共同調達を行う

 物流の連携

 
：同じ方面への出荷であれば共同物流を行う

 在庫の連携

 
：同様の製品を作っているのであれば在庫を流通し合う

 製造ライン連携

 
：稼動率の悪い製造ラインを共有する

 人材の連携

 
：指導者などの人材を共有する

◆業務の補完

 自社が不得意な分野を得意な企業と連携する

 ⇒

 
技術力・開発力の向上・強化、新規分野への開拓

 繁忙期で受けきれない業務を連携先へ依頼する

◆合理的な市場の構築

 販売データの共有による製品管理や商品開発（ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ）

 同じ市場の取り合いより、各社の得意な分野で市場をシェアする

◆スケールメリット創出

 設備投資を共同で行う

 加工機械などを共同発注する

 使用頻度の低い機器を共有する

 海外展開に向けての連携する

※大手企業が行っていることを、中小企業もクラウド活用によって可能にする



10．業務連携により業績をあげている中小企業の事例

ジャパン・フード＆リカー・アライアンス（株）：JFLA

 19社の地酒、地醤油などの企業が連携して作った事業体

 19社で1つのブランドを形成。

 各社毎に所有していた瓶詰めラインを2社に集約し、ラインの維持コストを削減

益田建設（株）：イデアホーム

 高価なＣＡＤを多くの工務店と共有利用することで維持コストを削減

 多くの工務店と住宅建材を共同購入し価格を下げることで、住宅の価格引下げを実現

アトム電器チェーン
750店の街の電気店が加盟する組合で、ﾒｰｶｰへの一括発注で仕入れコストを削減

 顧客管理システムを共同で利用し、ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾃﾞｰﾀとして活用

野田金型
鉄の固まりからパイプの曲げ部分（エルボ）を削りだす特殊技術を開発

 他の金型企業と連携して共同生産体制を確立

たびお（株）：靴下屋
店舗のPOS端末情報を製造工場に提供し、製造・納品する仕組みをとっており、
在庫・返品のリスクを軽減。



売上 原価＝ －収益

◆販売促進

 ◆情報発信

 ◆サービス提供

◆無駄の削減

 ◆業務効率化

 ◆生産性の向上

11．企業支援へのクラウド活用

◆ホームページ

 ◆eコマース

 ◆電子クーポン

 ◆マッチングサイト

 ◆ポイントサービス

 ◆マイレージサービス

特に情報化への取組が
遅れている中小企業等

 に対して

 クラウド活用を提案

企業の取組み

収益を守る 売上を上げる 原価を下げる

＋

既に中小企業で

 
も普及している

情報化の活用



12．業務連携による収益向上及び販管費削減の参考例

【中小企業一般とコンビニの比較】

財務総合政策研究所：財政金融統計月報

 

第702号法人企業統計年報特集（平成21年度）

販管費率の比較

利益率の比較

【販売費及び一般管理費】
販売手数料、販売奨励金、広告宣伝費、荷造費、運

 

搬費、保管料、役員報酬、給料、賞与、退職金、福利

 

厚生費、会議費、交際費、寄付金、会費、旅費交通費、

 

保険料、水道光熱費、減価償却費、賃貸料など。

２００９年度ローソン通期決算資料より 単位
店 舗 数 店 9,761

チ ェ ー ン 全 店 売 上 高 百万 1,666,100

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 百万 243,100

売 上 に 対 す る 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 率 ％ 14.6

営 業 利 益 百万 50,200

対 チ ェ ー ン 店 売 上 高 に よ る 営 業 利 益 率 ％ 3.0

経 常 利 益 百万 49,400

当 期 純 利 益 百万 12,500



業務連携クラウド

業界団体

 
C

業界団体

 
B

業界団体

 
A

S地域Ｎ地域 Ｏ地域 P地域

EDI・POSの情報 業界情報

自治体 金融機関 商工会議所

EDI・POSの市場情報、行政・業界団体の情報等を集約・分析・提供

情報を基にそれぞれの立場で支援

【政府統計】
国勢調査、家計調査、経済

 
センサス、小売物価統計調

 
査、事務所・企業統計調査、

 
住宅・土地統計調査、消費

 
者物価指数、労働力調査等

【自治体データ】
工業統計、人口統計、

 
経済センサス、GISデータ、

 
エネルギー消費統計・・等

13．業務連携クラウドを活用したマーケットデータの活用

大手工場

 
の誘致

商店街
の支援

製造業
の支援

マーケットデータ

施
策

 

支
援

資
金
繰
り

 

支
援
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ッ
チ
ン
グ

支
援



14．マーケットデータに基づく企業の移転支援

B

A

C

D

C

B

A

C

D

メーカーCと

 系列企業3社

 が移転

取残される系列企業７社の内、業務継

 
続できない企業を他の市場へ移転

 
※但し、支援しなくともよい企業を除く

《企業の取引系列図》

メーカー 系列企業

メーカーの拠点移転等に伴い、事業継続に支障をきたす企業等をデータに基づき支援

《メーカー》

 
◆製造拠点移転の発表
◆準備～移転・・数カ月

その間に、関係者でデータに基づく

 
対策を検討

１．一緒に移転できる企業とできない企業を予測

 ２．移転できない企業の受ける影響を予測
３．移転できない企業で事業継続に支障をきたす企業を予測

 ４．支障をきたすと予測された企業の市場移動を検討

 ５．市場移動を必要とする企業の特徴を分析
６．移転する市場の規模、参入の諸条件、将来展望等の分析
７．自治体、金融機関、経済団体等に情報を提供し、移動に必

 要な「施策、資金、企業マッチング等」の支援対策を策定

 ８．企業の移転へ
政府統計及び
自治体データ

 
の活用



業務連携クラウド

政府統計 自治体データ

15．マーケットデータに基づく製造業の移転支援

業界団体
製造業

EDI情報 業界情報 企業統計 工業統計、経済センサス

自治体 金融機関 商工会議所

【市場の縮小、取引先の移転等の要因で業務継続の危機になった中小企業に対して】

EDIによる市場情報、業界団体や

 行政の情報等を集約・分析・提供

市場の現況、業界の展望や取引系列、

 
異業種の市場情報等から、市場移転
に関係するデータを算出

EDI情報

市場の移転

施
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支
援

資
金
繰
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支
援
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グ

支
援



16．地方を支える商店街

小さい「まち」ほど、中小小売への依存が高い

小売の４割弱を占める商店街

【市場飽和による商店街の縮小】

高齢化社会に適合できない地域
⇒

 
買い物難民のエリアが拡大



業務連携クラウド

政府統計 自治体データ

17．マーケットデータに基づく商店街の支援

業界団体
商店街

POS情

 
報

業界情報

自治体 金融機関 商工会議所

【過当競争や店舗構成等の商店街の効率化支援】

POSによる市場情報、業界団体や

 行政の情報等を集約・分析・提供

商店街の現況、業界毎の展望、年齢別消

 
費動向、商店街商圏内の人口構成から、

 
業種毎の統計上の消費支出と実際の消

 
費の差異等を算出

POI情報

商店街のマーケティング

 
商店街再生へ活用

GISデータ家計調査

施
策

 

支
援

資
金
繰
り

 

支
援

マ
ッ
チ
ン
グ

支
援



平成２４年２月８日

 

朝日新聞より抜粋

18．企業誘致の課題

マーケット情報に基づいた自治体の企業誘致、支援が必要？



19．マーケットデータに基づく企業誘致

業務連携クラウド

政府統計 自治体データ業界団体
製造業

EDI情報 業界情報

自治体 商工会議所

【工場誘致の効率化】

地域の中小企業とのマッチング

 
長期間事業継続可能な業種の誘致

 
地元の立地・環境等にマッチした企業の誘致

EDIによる市場情報、業界団体や

 行政の情報等を集約・分析・提供

市場の現況、業界の展望や取引系列、

 
市場の展望や規模、地元企業の業績・
業務請負の可能性、消費エネルギーの内

 
訳等に関係するデータを算出

工業統計

 
エネルギー消費統計経済センサス

施
策

 

支
援

マ
ッ
チ
ン
グ

支
援



災害支援・復興支援



20．災害に対する広域連携BCP

産業集積型ではなく、リスク分散型中小企業連携

災害時は業務連携している企業が被災した企業を支援する

 復興の目処が立つまで、被災企業の社員を預かり、代行生産し被災企業を支援する

《メリット》

 １．被災地復興までの企業社員の雇用の場を作る

 ２．国内でサプライチェーンをつくり、海外への業務流出を防ぐ

 ３．日常の業務連携で信頼感・安心感があれば業務が円滑に行える

災害における「自助」「共助」「公助」

 の「共助」の環境を作る



21．被災からの復興支援

サプライチェーンの支援で
復興の早い大手流通によって、
市場を奪われている地域の商店街

商店街も業務連携で災害復興を早める

 【仮想的なサプライチェーンの構築】

朝日新聞



22．被災からの復興支援

業務連携を行っていれば
支援先の状況を把握し
早期対応が可能

朝日新聞

 

平成23年12月11日より抜粋



民間企業

【業務連携クラウド】

省 庁
自治体の予算や

 
施策成果の確認

【省庁の活用効果】 自治体
（都道府県・市町村）

23．電子政府＆官民連携クラウド（案）

同業種・異業種間の技術提携、業

 
務連携（共同仕入・販売・開発・物

 
流、市場開拓、輸出）、業務補完、

 
マーケティング情報の共有など

【企業の活用効果】

民間データセンター

 
からのリアルタイムな

 
データ提供で効果的

 
な経済対策を実現

【自治体の活用効果】

企業連携による

 
競争力の強化

企業別
業務データ
サーバー

【民間データセンター】

企業間の業務連携・技術提携

企業業務に
必要な様々な

アプリケーション

【自治体データセンター】

自治体業務に
必要な様々な

アプリケーション

自治体別
業務データ
サーバー

商業統計
工業統計

【省庁データセンター】

省庁業務に
必要な様々な

アプリケーション

省庁別
業務データ
サーバー

情報連携
サーバー

実行予算
施策成果

自治体の企業支援

 
にデータを活用



24．推進体制

業務連携ワーキング

【サブワーキング】
タスクフォースチーム

《ワーキング本体》

◆ワーキングメーンバー

 

52社

 ◆有識者

 行政情報化経験者

 中小企業情報化推進者

 ◆アドバイザー

 中小企業家同友会全国協議会

 次世代EDI推進協議会

 流通システム開発センター

 ITコーディネータ協会

 グローバルクラウド基盤連携技術フォーラム

 ◆オブザーバー

 総務省

 経済産業省

《地域協議会》

愛知県・豊田市、京都市

 香川県、愛媛県、高知県、徳島県

◆自治体

 ◆金融機関（地銀、信金）

 ◆商工会議所、商工会

 ◆商店街組合

 ◆工業組合

 ◆地域ITベンダー

 クラウド研究会等

 ◆オブザーバー

 地方総合通信局

 地方経済産業局

クラウドに関する全体構想

 プラットフォームの設計
アプリケーション開発

 普及促進



201１年度 2012年度 2013年度 2014年度

業務連携

 クラウドＷＧ

プロトタイプ開発・トライアル評価

⇒

 

先行的地域運用

 
（トライアル・システム準備・実施、

利用者側の評価)

地方自治体・経済団体・有識者ヒアリング

 
及び地域協議会の立ち上げ

（対象業務の整理、ニーズの深堀）

25．ワーキングロードマップ

普及促進・ガイドライン作成

（自治体・参加企業支援）

仕様概要の検討

 
（クラウド基盤、データ連携・

分析技術、対象アプリ）

広域展開及び

 
連携運用開始



26．検討・構築ステップ＆利活用推進フェーズ

業務ごとに必要なアプリケーションを連携

 させる業務連携サービスレイヤーの開発

データマイニング機能の開発

単独利用に対するメリットの創出

 安価な情報化コストによる業務の効率化

業務連携効果の創出

 仕入れ、販売、業務補完などの連携効果

マーケティング効果の創出

 クラウドデータ活用による販売促進、

 流通等の効率化

【検討・構築】 【利活用推進】

業務の改善（ミスの防止、ロスの削減）に

 向けた業務ごとに必要なアプリケーション

 の抽出

《ステップ１》

《ステップ２》

《ステップ３》

《フェーズ１》

《フェーズ２》

《フェーズ３》



27．運用体制

業務連携クラウド

業務連携クラウド
支援者協議会（仮称）

業務連携クラウド
普及促進事業体（仮称）

プラットフォーム

 
運用事業体

クラウドＢ

ユーザー

 

中小企業

ＡＳＰ

ユーザー
中小企業

ユーザー
中小企業

ＳａａＳ

クラウドＡ

ユーザー

 

中小企業

ＡＳＰ

ユーザー
中小企業

ユーザー
中小企業

ＳａａＳ

クラウドＣ

ユーザー

 

中小企業

ＡＳＰ

ユーザー
中小企業

ユーザー
中小企業

ＳａａＳ


